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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (千円) 5,220,786 5,560,434 5,914,728 6,375,039 5,535,957

経常利益
又は経常損失(△)

(千円) △91,714 27,636 35,803 △14,716 △228,422

当期純利益
又は当期純損失(△)

(千円) △181,839 6,782 36,771 △42,026 △388,500

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) - - - - -

資本金 (千円) 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

発行済株式総数 (株) 7,552,000 7,552,000 7,552,000 8,222,000 8,222,000

純資産額 (千円) 982,339 985,398 1,052,268 1,013,743 624,554

総資産額 (千円) 2,710,701 2,721,064 2,993,795 3,033,263 2,317,213

１株当たり純資産額 (円) 130.34 130.79 139.68 133.73 81.72

１株当たり配当額
(１株当たり
中間配当額)

(円)
 

― ― ― ― ―
(─) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) △24.13 0.90 4.88 △5.57 △51.04

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金
額

(円) ─ ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 36.2 36.2 35.1 33.4 27.0

自己資本利益率 (％) ─ 0.7 3.5 ― ―

株価収益率 (倍) ─ 65.56 20.28 ― ―

配当性向 (％) ─ ― ─ ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △393,524 183,671 △288,165 △73,636 △11,795

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,385,943 23,035 △160,020 △92,012 350,404

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △902,225 △6,702 329,091 169,784 △379,282

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 123,899 323,903 204,807 208,944 168,271

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
83 64 75 83 77

（34) （38) （43) （42) （41)
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がなく、また第61期、第64期及び第65期は１株

当たり当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

３　自己資本利益率及び株価収益率については、第61期、第64期及び第65期は当期純損失が計上されているため

記載しておりません。

４　従業員数は就業人員数を表示しております。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

年月 概要

昭和24年５月 株式会社杉浦商会を設立。燃料関連商品の販売を開始。

昭和27年８月 三菱石油株式会社(現ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社)の特約店となり、石油製品の卸・販売を

開始。

昭和29年６月 東京都豊島区巣鴨に第１号給油所(ガソリンスタンド)を開設。

昭和35年11月 埼玉石油株式会社(埼玉県戸田市)を吸収合併し、埼玉地区の石油製品の販売に進出。

昭和46年４月 宮城県仙台市に仙台支店(現仙台営業所)を開設。

昭和50年５月 ダイヤ通商株式会社に商号変更。

昭和51年10月 DIY用品販売のホームセンター部門「ビッグサム」を新設し、埼玉県狭山市に第１号店ビッグサ

ム狭山店を出店。

昭和52年８月 巣鴨給油所改造に伴い第１号ダイヤビルを竣工し、不動産関連(賃貸ビル・オフィス・店舗等)事

業に進出。

昭和58年４月 オリジナル自転車及び自転車関連商品の組立販売部門「コギー」を開設し、神奈川県横浜市に第

１号店コギーたまプラーザ店を出店。

昭和63年11月 カー用品の専門店イエローハットに加盟(昭和63年８月)し、埼玉県和光市に第１号店イエロー

ハット和光店を出店。

平成２年３月 丸友共和産業株式会社(北海道札幌市)の既発行株式を100％取得し、子会社とする。

平成４年10月 丸友共和産業株式会社(北海道札幌市)を吸収合併し、札幌営業所として札幌地区の石油製品の販

売に進出。

平成７年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成12年３月 ビッグサム狭山店を大型園芸専門店に業態転換し、「がーでぴあ」 第１号店として開店。

　　　　４月 100％出資の子会社である株式会社ティー・エー・シー(東京都豊島区)を設立。

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年11月 子会社株式会社ティー・エー・シーを解散。

平成20年３月 ホームセンター事業「ビッグサム」をロイヤルホームセンター株式会社に事業譲渡。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）

に上場。

平成22年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の

統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場。

平成23年６月 本店を東京都豊島区巣鴨から東京都文京区本郷に移転。

平成25年７月 株式会社大阪証券取引所と株式会社東京証券取引所グループの合併に伴い、株式会社東京証券取

引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード)に上場。

平成26年６月 本店を東京都文京区本郷から東京都豊島区巣鴨に移転。
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３ 【事業の内容】

当社は、サービスステーションを中心とした石油事業、オリジナルサイクルショップといった専門店など、地域の

皆様に豊かなライフスタイルを提供しております。

当社の事業内容は、次のとおりであります。

(1) 石油事業

①　サービスステーション等の経営

②　石油製品の卸・直販

 

(2) 専門店事業

自転車の販売を主な業務とし、一部自社ブランド（ブランド名「コギー」）の組立販売を行っております。

 

(3) 不動産事業

不動産賃貸と損害保険の代理店業務及び生命保険募集業務等を行っております。

 

事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成26年3月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

77(41) 35.7 8.2 3,923
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

石油事業
52
（29）

専門店事業
18
（8）

不動産事業
―
（1）

全社（共通）
7
（3）

合計
77
（41）

 

(注) １　従業員数は就業人数であり、嘱託社員及び臨時従業員数は(　　)内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2) 労働組合の状況

当社には、平成24年に結成された労働組合があり、全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟に加盟して

おります。平成26年３月31日現在の組合員数は119名であります。

なお、労使関係は良好に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社の主力事業が属する石油業界においては、省エネや燃料転換により需要が低迷していることに加え、円安に

伴う原油コストの高騰を反映した国内製品価格の上昇などにより、燃料油合計の販売数量では前年実績を下回るこ

とが見込まれております。

このような状況の中、当社営業部における石油事業では、燃料油販売では適正口銭の確保に努めたほか、油外商

品の強化というテーマにも取り組んできました。サイクルショップ「コギー」では、長期滞留在庫品の一掃に着手

し、スリム化を図りました。不動産事業では、ダイヤビルおよびダイヤピアのテナント誘致に努めました。

これらの結果、当社の当事業年度の売上高は５５億３５百万円（前年同期比 13.2％減）、営業損失は２億９百

万円（前事業年度、営業利益１２百万円）、 経常損失は２億２８百万円（前事業年度、経常損失１４百万円）、

当期純損失は３億８８百万円（前事業年度、当期純損失４２百万円）となりました。

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

石油事業のサービスステーション部門におきましては、油外商品の強化というテーマをより具体的なメニューに

落とし込み、確実な利益確保に努めて参りました。「レンタカー」事業は、車両入れ換えを行い、売上も順調に推

移しました。「車検」は、提案型の要素を強めたお見積りにより客単価の向上をはかり収益増に努めました。「洗

車」は、コーティングを含めた専門店化をより強化し収益アップをはかって参りました。また、油外販売強化策の

一つとして、「タイヤ」に注力し商品の拡販と同時に作業収益増に努めて参りました。ガソリンの仕入価格は、原

油高と円安の影響で高値が続き１月微増・２月下落・３月上昇と乱高下しました。 店頭価格におきましては、増

税を前に更なる競争激化によって市況の悪化となり口銭の圧縮という結果となりました。また、この４月の消費増

税を前に一段と節約志向が浸透し、燃料の駆け込み需要はあったものの売上高は微減、油外収益も前年割れとな

り、営業利益は計画を下回りました。

石油事業の直需・卸部門におきましては、燃料油販売量は自動車の燃費改善などを受けたガソリンや軽油等の構

造的な需要縮小を背景に減少基調が続いています。売上高の低迷をカバ－するために口銭の確保、配送の効率化、

販売管理費の削減に注力してまいりました。また、小豆沢油槽所売却により不採算取引及び高コスト体質からの脱

却を図り、これにより、利益率が向上いたしました。今後も収益アップを目指してまいります。

これらの結果、石油事業におきましては、売上高４８億９７百万円（前年同期比 14.2％減）、営業利益２７百

万円（前年同期比 75.8％減）となりました。

専門店事業であるサイクルショップ「コギー」におきましては、第３四半期より施策を一部変更し、今後の収益

体質の改善と店舗コンセプト確立に取り組み、また自転車業界での市場動向が厳しさを増す中、藤沢１号店と藤沢

２号店の戦略的統合を行いました。さらに、在庫削減と新規顧客獲得を目的とした割引販売及び買上点数アップを

目的とした商品陳列と提案、また作業収益の確保に努めた結果、消費増税前の特需の影響もあり売上高・販売台数

共に前年実績を上回りました。

今後に関しましては積極的な在庫削減により可能となりました「コギー」各店舗でのコンセプト及びマーチャン

ダイジングの確立に取り組み、より確実な利益確保に努めて参ります。

これらの結果、専門店事業におきましては、売上高５億７８百万円（前年同期比 9.4％増）、営業損失１９百万

円（前事業年度、営業利益０．８百万円）となりました。

 

不動産事業におきましては、自社ビルのテナント誘致活動を活発に行い満室となる状況まで賃貸契約を結ぶこと

ができた為、次期以降には売上高の増加が見込めますが、耐震補強工事等の販売費及び一般管理費の増加により、

売上高６０百万円（前年同期比 57.2％減）、営業損失３２百万円（前事業年度、営業利益７９百万円）となりま

した。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ４０百万円減少し１億

６８百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により支出した資金は１１百万円（前事業年度は７３百万円の支出）となりました。主な要因としま

しては、税引前当期純損失４億７０百万円、有形固定資産売却益１億８０百万円、貸倒引当金の１億３５百万

円の増加、減損損失１億１６百万円、売上債権の１億４百万円の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により得られた資金は３億５０百万円（前事業年度は９２百万円の支出）となりました。主な要因と

しましては、有形固定資産の売却による収入４億１５百万円、有形固定資産の取得による支出６３百万円によ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は３億７９百万円（前事業年度は１億６９百万円の増加）となりました。主な要

因は、長期借入金の返済による支出２億２１百万円、短期借入金の純減額１億５３百万円によるものでありま

す。

 

２ 【商品仕入及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、石油製品の卸売、石油製品及び自転車の小売販売並びに不動産賃貸を主な業務としており、生産設備を

保有しておりません。

従って生産実績の記載はしておりません。

 

(2) 商品仕入実績

 

セグメントの名称

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％) 構成比(％)

石油事業 4,117,527 86.6 93.4

専門店事業 290,558 82.5 6.6

計 4,408,086 86.3 100.0
 

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

 

セグメントの名称

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％) 構成比(％)

石油事業 4,897,252 85.8 88.5

専門店事業 578,245 109.4 10.4

不動産事業 60,459 42.8 1.1

計 5,535,957 86.8 100.0
 

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

原油価格の動向や消費税率引き上げによる国内景気の動向等引続き不透明な状況が続くものと予想されるなか、

当社においては、４つの基本方針を遵守し、以下のとおり営業利益の必達に全力を傾注してまいります。

＜基本方針＞

① 全社的なＣＳ活動の継続と強化

② チームプレーを重視した組織づくり

③ 自己発展する社員を大切にする会社

④ 営業利益の必達

＜第１グループ自転車部門＞

①収益体質の改善と店舗コンセプトを明確にする。

②マーチャンダイジングの確立により、確実な収益確保に努める。

③徹底したＣＳ活動を実行し、全スタッフの販売力を高める。

＜第２グループ石油直需・卸部門＞

①適正口銭の確保および配送の効率化を図り、更なる収益改善を実現する。

②事業環境の変化に対応できる新しいビジネスモデルに取り組む。

＜第３グループサービスステーション部門＞

①「車検」、「洗車」、「タイヤ」などの油外商品販売の更なる強化と作業収益の確保に努める。

②ＣＳを通し、安心してご利用頂けるサービスの提供を実現する。

＜第４グループ不動産部門＞

ダイヤビルの耐震補強工事および設備の継続的リニューアルをすすめ、入居テナント様に安心・安全を提供する

と共に安定的な収益基盤を構築する。

＜管理部門＞

①営業部との連携を強化し、予算を必達し財務内容の改善を実現する。

②金融機関やお取引先との緊密な関係を維持し、信頼される企業運営を行う。

 

４ 【事業等のリスク】

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

　

①原油価格の変動によるリスク

当社の石油製品の仕入価格は、原油価格の高騰などによる市況価格変動の影響を直接的に受ける構造となってお

りますので、販売価格の決定に関しましては調達コストを考慮しながら行っております。しかしながら他社との競

合上その対応次第では、業績に影響を与える可能性があります。

　

②気象条件の変動によるリスク

当社の石油事業の売上計画は、季節変動を考慮しております。しかしながら予想以上の暖冬などの気候変動が

あった場合、灯油・Ａ重油など暖房油種関連の需要変動により、業績に影響を与える可能性があります。

　

③土壌汚染など環境汚染によるリスク

当社の石油事業の店舗（ＳＳ）および油槽所では、危険物である石油製品を取り扱っておりますので、保安の確

保、危害予防には万全を期しております。また石油製品の流出による土壌汚染・河川の水質汚染の恐れに対して

は、日次の貯蔵タンクや配管の漏洩チェックを実施して万全の管理体制を取っております。さらに賠償責任保険に

加入し、流出事故などへの補償に備えた体制を取っております。しかしながら、その賠償額が予想をはるかに越え

た場合に相応のコストが発生し、業績に影響を与える可能性があります。

　

④個人情報等の漏洩に関するリスク

当社は、店舗における顧客情報を始めとして種々の個人情報を保有しており、その管理に関して

「個人情報管理規程」を策定し、スタッフ教育を通して周知徹底を図っております。しかしながら個人情報が漏洩

した場合、業績に影響を与える可能性があります。

　

⑤システム障害によるリスク
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当社の情報システムが、地震・火災などの自然災害や機械の故障などの原因により、長期にわたる使用不能また

は大規模のデータ破壊などを引き起こした場合には、業務遂行に影響を与える可能性があります。

 

⑥金利変動によるリスク

当社は有利子負債の圧縮を促進しておりますが、今後の借入金の金利変動により金利が上昇した場合、業績に影

響を与える可能性があります。

 

⑦継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、当事業年度において388,500千円の重要な当期純損失を計上しております。営業キャッシュ・フローに

おいては、第63期より継続してマイナスとなっており、当事業年度においても11,795千円のマイナスとなっており

ます。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

（当社とＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社との特約店契約）

当社はＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社との間に石油製品の販売等に関して特約店契約を締結しております。な

お、本契約は、双方いずれか一方が解約の申し入れをしない限り継続いたします。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当事業年度末における総資産は、２３億１７百万円（前事業年度末比 ７億１６百万円減）となりました。

資産のうち流動資産は７億７３百万円（前事業年度末比 ３億４１百万円減）、固定資産は１５億４３百万円

（前事業年度末比 ３億７４百万円減）となりました。これらの増減の主なものは、受取手形及び売掛金が１億９

９百万円減少、商品が７４百万円減少、土地が２億３２百万円減少したことによるものであります。

負債につきましては１６億９２百万円（前事業年度末比 ３億２６百万円減）となりました。流動負債は９億４

１百万円（前事業年度末比 １億３７百万円減）、固定負債は７億５１百万円（前事業年度末比 １億８９百万円

減）となりました。これらの増減の主なものは、短期借入金が１億５３百万円減少、長期借入金が２億１０百万円

減少したことによるものであります。

純資産につきましては、当期純損失３億８８百万円を計上したことにより、６億２４百万円（前事業年度末比

３億８９百万円減）となりました。

　

(2) 経営成績の分析

①　売上高

売上高は、前事業年度（以下「前期」という）に比べ８億３９百万円（13.2%）減少し、５５億３５百万円と

なりました。

　

②　売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、前期に比べ６億５１百万円（12.3％）減少し、４６億３２百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、貸倒引当金および修繕引当金の繰入額の計上により、前期に比べ３４百万円

（3.2％）増加し、１１億１２百万円となりました。

　

③　営業損失

営業損失は、売上原価は減少しましたが、売上高の減少額が上回った影響により、２億９百万円（前期、営業

利益１２百万円）となりました。

　

④　経常損失

営業外損益の純額が、１８百万円の費用計上となりました影響により、経常損失は２億２８百万円（前期、経

常損失１４百万円）となりました。

　

⑤　特別損益

特別利益から特別損失を差し引いた純額は、２億４１百万円の損失計上（前期、１８百万円の損失計上）にな

りました。主な要因は固定資産売却益の計上、減損損失、貸倒引当金繰入額、厚生年金基金解散損失引当金繰入

額および特別修繕引当金繰入額を計上したことによるものです。

　

⑥　当期純損失

当期純損失は、３億８８百万円（前期、当期純損失４２百万円）となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

「１〔業績等の概要〕、(2) キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

　

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策

当社には、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社は、このような事象又は状況を解消し、又は改善する施策として収益力の更なる強化が課題であると認識

し、以下の通り取り組んでおり、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

当社主力事業である石油事業におけるサービスステーション部門では、「車検」、「洗車」、「タイヤ」などの

油外商品販売の強化と作業収益の確保に努めております。自転車部門では、徹底したＣＳ活動を実践し販売力を高

め、収益力の改善を図っております。また、不動産事業では全室満室となるなど、順調な回復基調となっておりま

す。一方、主力取引金融機関とは緊密で良好な関係を維持しており、資金調達面では全く問題ありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資の総額は、６５百万円であります。これらの所要資金は、借入金および自己資金でま

かないました。セグメント毎の設備投資については次のとおりであります。

 

(1) 石油事業

当事業年度の主な設備投資は、サービスステーションであるガソリンスタンドの機械装置および工具器具備品で

あります。その設備投資の総額は８百万円であります。

 

(2) 専門店事業

当事業年度の主な設備投資は、新規出店のための設備である建物の改修および什器・備品の購入であります。そ

の設備投資の総額は１１百万円であります。

 

(3) 不動産事業

当事業年度の主な設備投資は、賃貸用ビルの投資であります。その設備投資の総額は４２百万円であります。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成26年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業

員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資　産

その他 合計

ＳＳヨンク大塚
(東京都豊島区)等
12ヵ所

石油事業
ガソリンス
タンド等店
舗設備他

23,904 3,245
383,458
<5,207>
(7,215)

6,640 4,796 376,681 52

コギー藤沢店
(神奈川県藤沢市)
等９ヵ所

専門店
事業

店舗設備 18,033 ―
―

<372>
(372)

― 5,033 23,066 18

賃貸用建物
(東京都豊島区)
等２ヵ所

不動産
事業

賃貸用設備 168,045 47

647,064
<―>
〔―〕
(838)

― 699 815,857 ―

 

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品であります。

３　土地の面積のうち< >内の数字は賃借部分、〔 〕内の数字は賃貸部分で、それぞれ内数であります。

４　第53期において土地再評価を実施しております。

５　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月総　額
（千円）

既支払額
（千円）

ダイヤビル
（東京都
豊島区）

不動産事業
耐震補強
工　事

80,619 5,619
自己資金
および
借入金

平成26年
３月

平成26年
７月

 

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

有価証券報告書

11/69



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,222,000 8,222,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 8,222,000 8,222,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年８月10日
(注)１

― 7,552,000 △1,489,926 90,000 △1,091,314 ─

平成24年７月13日
(注)２

670,000 8,222,000 24,790 114,790 24,790 24,790

平成25年１月23日
(注)３

― 8,222,000 △24,790 90,000 ─ 24,790
 

(注) １. 繰越欠損金を解消し、財務体質の強化と円滑に事業活動が遂行できる資本構成とするために、会社法第447

条の規定に基づき資本金の額を減少し、会社法第448条の規定に基づき資本準備金の額を減少し、それぞれ

その他資本剰余金に振り替えたものであります。

２．第三者割当 １株当たり発行価格74円 １株当たり資本組入額37円

割当先 一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会

３．繰越欠損金を解消し、財務体質の強化と円滑に事業活動が遂行できる資本構成とするために、会社法第447

条の規定に基づき資本金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものであります。
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(6) 【所有者別状況】

平成26年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 3 16 55 7 2 724 807 ―

所有株式数
(単元)

- 568 642 981 68 83 5,840 8,182 40,000

所有株式数
の割合(％)

- 6.9 7.9 12.0 0.8 1.0 71.4 100.0 ―
 

(注)　自己株式19,584株は、「個人その他」に19単元、「単元未満株式の状況」に584株含まれております。なお、期

末日現在の実質的な所有株式数は19,584株であります。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

森　　　　　猛 東京都豊島区 1,476 17.9

一般社団法人
ダイヤ通商従業員持株会支援会

東京都新宿区新宿一丁目19番４号
エスワン新宿ビル３０１

560 6.8

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 450 5.4

株式会社エム・デー・エフ 東京都港区白金台五丁目13番16号-201号 259 3.1

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 231 2.8

神　谷　金　吾 東京都豊島区 230 2.8

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川四丁目１２番３号 213 2.5

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町
一丁目２番１０号

177 2.1

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番 169 2.0

巣鴨信用金庫 東京都豊島区巣鴨二丁目10番２号 160 1.9

計 ― 3,927 47.8
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

普通株式 19,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,163,000 8,163 同上

単元未満株式 普通株式 40,000 ― 一単元（1,000㈱）未満の株式

発行済株式総数 8,222,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,163 ―
 

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式584株が含まれております。

２　上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は560,000株であります。これは、

一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会（以下「本件一般社団法人」といいます。）が保有する当

社株式につき、会計処理上当社と本件一般社団法人は一体のものであると認識し、当該株式を自己株式

として計上しているためであります。

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ダイヤ通商株式会社

東京都文京区
本郷三丁目15番９号
SWTビル4階

19,000 ─ 19,000 0.23

計 ― 19,000 ─ 19,000 0.23
 

(注)　上記の他、財務諸表において自己株式として認識している当社株式は560,000株であります。これは、

一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会（以下「本件一般社団法人」といいます。）が保有する当

社株式につき、会計処理上当社と本件一般社団法人は一体のものであると認識し、当該株式を自己株式

として計上しているためであります。

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

(10) 【従業員株式所有制度の内容】

当社は、ダイヤ通商従業員持株会（以下「当社持株会」）の制度を導入し運用しておりますが、平成24年6月27

日開催の取締役会において、当社持株会に対し当社の発行する普通株式を継続的かつ安定的に供給すること等を

目的として、ＳＰＶである一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会（以下「本件一般社団法人」）による従

業員インセンティブプラン「従業員持株会連動型ESOP（Employee Stock Ownership Plan)制度」（以下（本制

度」）の導入を決議いたしました。

①連動型ESOP導入の目的

当社は、当社持株会に対し当社の発行する普通株式を継続的かつ安定的に供給すること等を目的として、連動

型ESOPを導入することと致しました。本制度の導入により、従業員に新たなインセンティブを付与することで、

株価および業績向上への従業員の意欲や士気を高めること、また、当社の企業意思形成への従業員の参画を通じ

たコーポレート・ガバナンスの充実および強化が実現できるものと考えております。

②連動型ESOPの概要
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連動型ESOPとは、米国で普及している従業員向け報酬制度のESOPを参考に、当社が弁護士、公認会計士、税理

士等専門家の助言を得て設計した、従業員の株式保有を促進するスキームであり、従業員持株会とＳＰＶおよび

金融機関を組み合わせることで、ＳＰＶは金融機関からの借入を基に、従業員持株会が将来にわたって購入する

株式を一括して確保することができ、併せて従業員の福利厚生制度の拡充、従業員のモチベーションアップ等の

目的を実現することも可能な制度であります。

 

本件一般社団法人が、当社から第三者割当増資により一括して当社普通株式を取得し、定期的にその時々の時

価で当社持株会へ譲渡します。本件一般社団法人は、保有する当社株式の議決権を、当社持株会の議決権の行使

割合に応じて行使致します。

 

予定取得株式数　：　普通株式 670,000株

受益者：当社持株会加入員

なお、従業員持株会連動型ＥＳＯＰは、平成２６年６月２７日開催の株主総会において廃止の決議を受けてお

ります。

 

③ＳＰＶ（一般社団法人）の概要

１．名称：一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会

２．所在地：東京都新宿区新宿一丁目19番4号 エスワン新宿ビル３０１

３．代表者の役職・氏名： 代表理事 成澤信彦

４．事業内容：ダイヤ通商株式会社の従業員持株会に同社の発行する普通株式を継続的かつ安定

的に供給すること

５．基金：1,000,000円

６．設立年月日：平成24年6月6日

７．社員の氏名：成澤信彦

８．当社との関係

資本関係：該当事項はありません。なお、当社は、本件一般社団法人に対して、

1,000,000 円の基金を拠出しております。

人的関係：該当事項はありません。

取引関係：該当事項はありません。

関連当事者への該当状況：該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

有価証券報告書

15/69



 

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第3号による普通株式の取得及び
会社法第155条第7号による普通株式の取得

 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

会社法第156条第１項及び第160条第１項の規定による取得

区分 株式数（株） 価格の総額（千円）

株主総会（平成26年６月27日）での決議状況
（取得期間　平成26年６月27日～平成27年６月26日）

545,000 39,785

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 0 0

提出日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0
 

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 194 15

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注) １　当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。

２　当期間における取得自己株式数には、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会が取得した株式数は含め

ておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 19,584 ─ 19,584 ─
 

(注) １　当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

２　当期間における保有自己株式数には、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会が取得した株式数は含め

ておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要政策と位置付けており、各事業年度の利益状況、配当性向、内部留保などを

総合的に勘案しつつ、安定かつ継続して配当することを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えとして投入していくこととしております。

　第65期につきましては、経常損失を計上している現状を踏まえ、無配とさせていただきました。

　なお、当社は取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録質

権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めております。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高(円) 97 112 146 111 153

最低(円) 32 29 50 63 57
 

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日

から平成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日から

平成25年７月15日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、平成25年７月16日

以降は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高(円) 153 125 126 111 104 82

最低(円) 62 92 96 90 71 72
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
代表取締役

― 阿　部　　　匡 昭和31年９月１日

昭和56年４月

 

 

平成21年６月

平成21年９月

 
平成25年６月

平成25年７月
平成26年４月

第一勧業銀行入行

みずほ銀行市ヶ谷支店

藤沢支店　品川支店各支店長

株式会社シモン入社（顧問）

株式会社シモン常務取締役就任

（営業統括）

当社取締役就任

当社常務取締役就任

当社代表取締役社長就任（現任）

(注)３ ―

取締役会長 ― 北　野　　　稔 昭和21年８月９日生

昭和44年４月 株式会社高島屋入社

(注)３ 1

平成13年３月 同社常務取締役就任

平成15年５月 株式会社ＪＲ東海高島屋社長

（名古屋高島屋）就任

平成20年５月 株式会社高島屋退職

平成22年６月 当社取締役就任

平成24年６月 日本ラグビーフットボール協会　

評議委員就任（現任）

平成25年５月

平成26年４月

当社代表取締役社長就任

当社取締役会長就任（現任）

取締役 ― 辻　角　智　之 昭和53年８月12 日

平成19年９月

平成23年10月

 
平成24年４月

みらい総合法律事務所入所

みらい総合法律事務所パートナー

弁護士就任（現任）

財団法人日本相撲協会ドーピング

防止委員会　アンチドーピング裁

定委員会委員就任（現任）

(注)３ ―

平成25年１月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 小　林　茂　和 昭和26年10月10 日
昭和62年４月

平成９年４月

卓照法律事務所入所

小林茂和法律事務所開設 (注)３ ―

平成25年１月 当社取締役就任（現任）

常勤監査役 ― 山　﨑　伸　夫 昭和20年２月27日生

昭和43年４月 当社入社

(注)４ 68

昭和57年６月 取締役就任

平成２年６月 常務取締役就任

平成12年４月 取締役石油事業本部長就任

平成20年６月 監査役就任(現任)

監査役 ― 塚　原　康　司 昭和23年４月８日生

平成16年９月 有限会社ブルーインパクト設立

代表取締役社長（現任） (注)４ ─

平成21年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 深　堀　健　二 昭和45年８月18日生

平成21年９月 司法試験合格

(注)４ ―平成22年12月 八重洲総合法律事務所入所

平成25年６月 当社監査役就任(現任)

計 69
 

(注) １　取締役辻角智之及び小林茂和は、社外取締役であります。

２　監査役塚原康司及び深堀健二は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　監査役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、激しく変化する経営環境に迅速に対応できる経営体制を確立し、経営の健全性、透明性を高め、企業の

社会的責任を果たすために、コーポレート・ガバナンスは経営上の重要な課題の一つであると考えております。

 

 ② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

(a) 会社の機関の内容

当社の取締役会は取締役４名で構成されており、毎月１回取締役会を開催し、必要がある場合にはその都度開

催し、法令及び定款で定められた事項及び経営に関する重要事項についての決定、報告並びに業務執行の監督を

行っております。

取締役及び監査役の人数に関しては、経営規模に合わせて少人数とし、決議スピードの向上を図っておりま

す。また、重要案件については外部の専門家の意見を取入れて判断することにより決議精度を高めております。

当社は監査役制度を採用しております。

監査役会は取締役及び取締役会に対する牽制機能を発揮することを主眼に監査役３名(うち社外監査役２名)で

構成され、取締役会などの重要な会議への出席や重要書類の閲覧を通じて、取締役の職務遂行について監査して

おります。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は以下のとおりであります。

　

 

(b) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は取締役会において、以下の「内部統制システム構築の基本方針」を決議(平成18年５月25日)しておりま

す。

　1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、コンプライアンス全体を統轄する組織として、社長を委員長とした「コンプライアンス・リスク管理

委員会」を設置し、取締役及び使用人が、企業理念及び社内規程に則り、法令・定款及び社会規範等を遵守する

ことを周知・徹底する。

またコンプライアンスの推進については、管理部が中心となり取締役及び使用人に対して、階層別に必要な教

育・研修等を定期的に行う。

さらに業務執行部門から独立した内部監査室が、当社におけるコンプライアンスの状況を定期的に監査する。

また内部監査室及び監査役室内に、法令等に定める義務違反等の情報について、使用人が直接情報提供できるよ

うに、内部通報制度の窓口を設置する。

なお、暴力団排除条例の施行にともない、当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との関

係遮断のため、社内体制の整備を行い、不当な要求に対しては会社を挙げて組織的に対応する。

 

　2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令上保存を義務付けられている文書及び重要な会議の議事録、稟議書、契約書並びにそれらに関する資料等

は、社内規程に基づき文書または電磁的媒体に記録し適切に保管・管理を行う。

また、取締役及び監査役は、常時これらの文書を閲覧できるものとする。
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　3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、リスク管理全体を統轄する組織として「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、重

大な事故、災害、不祥事等が発生した場合においては、社長を本部長とし、必要な人員で組織する危機対

策本部を設置する。

リスク管理活動については管理部が統括し、社内規程の整備と見直しを図るとともに、各部門において

その有するリスクの洗い出しを実施し、そのリスクの軽減等に取り組む。

 

　4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社では、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を毎月１回定期的に

開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行うほか、必要に応じて臨時取締役会を

開催し、迅速かつ的確な意思決定を行う。

 

　5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに

使用人の取締役からの独立性に関する事項

現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて当該使用人を置くものとする。

監査役を補助すべき使用人は、監査役会及び監査役の指揮命令下でその業務を遂行し、またその人事に

係る事項の決定は、監査役会の同意を必要とする。

 

　6) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

監査役は、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況等を把握するため、取締役会等の重要会議に出

席するとともに、必要に応じて意見を述べることができる。

また、監査役は、 稟議書、契約書その他の業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役

及び使用人にその説明を求めることができる。

取締役及び使用人は、業務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実または、会社に

著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告しなければならない。

内部監査室は、内部監査の実施状況及びその結果、内部通報制度の状況とその内容を随時監査役会に報

告するものとする。

 

　7) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見の交換等、意思

の疎通を図るものとする。

監査役は、必要に応じて弁護士、会計監査人その他の専門家に相談し、監査業務に関する助言を受ける

ことができる。

 

　8)責任限定契約の内容の概要

・社外役員

当社は会社法第427条第１項に基づき、当社定款において会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点においては、社外取締役および社外監査役

との間で責任限定契約を締結しておりません。
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・会計監査人

当社は会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定を定款に設

けておらず、責任限定契約は締結しておりません。

 

(c) 内部監査及び監査役監査の状況

内部監査については、内部監査規程に基づき内部監査室長１名で構成されており、内部監査の年度計画

をたて、そのスケジュールに沿って内部監査を実施しております。監査結果は監査役会及び代表取締役社

長に報告され、指摘された問題点については改善指示書が該当部署に送付され、該当部署から改善結果が

改善報告書として提出されております。

監査役監査については、監査役会は監査役３名で構成され、うち社外監査役が２名となっております。

監査役監査は年度計画をたて、そのスケジュールに沿って監査役監査を実施しております。監査役会は原

則月１回開催し、各監査役は監査役会が定めた監査方針、業務分担に従い、取締役会などの重要な会議へ

の出席や重要書類の閲覧などを通じて、取締役の職務遂行について監査しております。

監査役、内部監査室は、会計監査人と適宜会合を開催し、情報交換するなど相互連携をはかっておりま

す。

 

(d) 会計監査の状況

会計監査人については、会計監査人である監査法人薄衣佐吉事務所と監査契約を締結し会計監査を受け

ております。当事業年度において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の

構成は、次のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

田　所　貴　広

今　田　　　亮
 

監査業務に係る補助者の構成は、その他４名であります。

 

(e) 会社と社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役辻角智之氏および小林茂和氏は、弁護士としての経験と専門知識を有しており、法律専門家

としての客観的立場から当社の経営に対する適切な監督を行っていただけるものと判断し、選任しており

ます。なお、当社と社外取締役との人的関係、取引関係、資本的関係、その他の利害関係（当社と当該他

の会社との利害関係を含む）はありません。

社外監査役塚原康司氏は、他の会社等の要職にあり、その経験と幅広い見識を当社の監査に反映してい

るため、選任しております。また、社外監査役深堀健二氏は、弁護士としての経験と専門知識を有してお

り、法律専門家としての客観的立場から当社の経営に対する適切な監督を行っていただけるものと判断

し、選任しております。なお、当社と社外監査役深堀健二氏との間には、顧問法律事務所に所属する弁護

士という関係があり、その他の人的関係、取引関係、資本的関係、利害関係（当社と当該他の会社等との

利害関係を含む）はありません。

また、監査役と内部監査室および会計監査人とは、都度、情報交換・意見交換をするなど相互連携を

図っております。

なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準及び方針は定めてお

りませんが、選任にあたっては証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしておりま

す。
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 ③ 役員報酬の内容

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数は次のとおりでありま

す。

 

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員の区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック・

オプション
賞　与

退職慰労

引当金繰入額

取締役
（社外役員を除く）

27,900 27,900 ― ― ― 4

監査役
（社外役員を除く）

4,800 4,800 ― ― ― 1

社外役員 9,000 9,000 ― ― ― 5

 

　　　　(注)１　報酬限度額は、取締役は月額15,000千円以内、監査役は月額4,000千円以内であります。

　　　　　　２　役員退職慰労金制度は、平成22年７月16日開催の取締役会において廃止し、あわせて支給対象

の全取締役及び全監査役の同意により受給権は放棄されております。

 

ロ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

 ④ 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

役員報酬については、株主総会の決議により取締役及び監査役それぞれの報酬等の限度額を決定しており

ます。各取締役及び監査役の報酬額は、取締役については取締役会の決議により決定し、監査役については

監査役会の協議により決定しております。

なお、当社は役員報酬の決定・改定・減額等及び役員賞与の決定等については、１年ごとに会社の業績や

経営内容、役員本人の成果・責任等を考慮し、役員の報酬等の額を決定しております。

 

 ⑤ 株式の保有状況

(a) 投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数　　　　　　　　　　   ５銘柄

貸借対照表計上額の合計額　 3,545千円

(b) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

該当事項はありません。

 

（当事業年度）

該当事項はありません。
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(c) 保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

 ⑥ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

 ⑦ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

 ⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

その理由としましては、株主総会を円滑に運営するためであります。

 

 ⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

(a) 自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策等を遂行するため、取締役会の決議によって自

己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

(b) 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 12,600 ― 12,600 ―

計 12,600 ― 12,600 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日ま

で)の財務諸表について監査法人薄衣佐吉事務所により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※２  258,944 ※２  213,271

  受取手形 47,012 1,698

  売掛金 ※２  501,301 ※２  346,801

  商品 278,849 204,205

  前渡金 7,333 2,688

  前払費用 13,122 17,841

  未収入金 15,762 12,825

  その他 1,089 732

  貸倒引当金 △8,658 △26,670

  流動資産合計 1,114,757 773,395

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※２  797,295 ※２  753,986

    減価償却累計額 △519,675 △540,876

    建物（純額） 277,619 213,110

   構築物 106,063 29,089

    減価償却累計額 △85,712 △28,750

    構築物（純額） 20,351 338

   機械及び装置 139,785 137,173

    減価償却累計額 △134,025 △135,492

    機械及び装置（純額） 5,760 1,680

   車両運搬具 12,667 12,473

    減価償却累計額 △11,294 △10,861

    車両運搬具（純額） 1,372 1,612

   工具、器具及び備品 66,417 68,779

    減価償却累計額 △54,007 △57,686

    工具、器具及び備品（純額） 12,410 11,093

   土地 ※１,※２  1,278,551 ※１,※２  1,045,993

   リース資産 23,041 17,868

    減価償却累計額 △6,769 △11,227

    リース資産（純額） 16,272 6,640

   建設仮勘定 - 5,619

   有形固定資産合計 1,612,338 1,286,089

  無形固定資産   

   電話加入権 479 479

   ソフトウエア - 245

   その他 525 525

   無形固定資産合計 1,004 1,250

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,545 3,545

   出資金 2,548 2,548

   破産更生債権等 48,407 166,008

   長期前払費用 2,796 1,963

   前払年金費用 14,759 17,760

   差入保証金 ※２  280,513 ※２  229,661

   その他 1,000 1,000

   貸倒引当金 △48,407 △166,008
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   投資その他の資産合計 305,162 256,478

  固定資産合計 1,918,506 1,543,818

 資産合計 3,033,263 2,317,213

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※２  393,498 ※２  334,092

  短期借入金 ※２  433,818 ※２  280,000

  1年内返済予定の長期借入金 ※２  100,913 ※２  89,764

  リース債務 8,415 8,415

  未払金 ※２  81,648 ※２  74,847

  未払法人税等 9,689 8,658

  未払消費税等 15,789 3,022

  前受金 8,480 22,355

  預り金 26,521 8,100

  店舗閉鎖損失引当金 - 7,300

  修繕引当金 - 28,192

  特別修繕引当金 - 72,854

  その他 311 3,885

  流動負債合計 1,079,085 941,487

 固定負債   

  長期借入金 ※２  524,172 ※２  313,323

  リース債務 24,721 16,306

  再評価に係る繰延税金負債 ※１  294,660 ※１  209,781

  退職給付引当金 20,235 -

  厚生年金基金解散損失引当金 - 107,245

  長期預り保証金 76,644 104,515

  固定負債合計 940,434 751,171

 負債合計 2,019,519 1,692,659

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 90,000 90,000

  資本剰余金   

   資本準備金 24,790 24,790

   その他資本剰余金 543,531 543,531

   資本剰余金合計 568,321 568,321

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △42,026 △291,881

   利益剰余金合計 △42,026 △291,881

  自己株式 △48,989 △44,416

  株主資本合計 567,305 322,022

 評価・換算差額等   

  土地再評価差額金 ※１  446,438 ※１  302,531

  評価・換算差額等合計 446,438 302,531

 純資産合計 1,013,743 624,554

 負債純資産合計 3,033,263 2,317,213
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 6,375,039 5,535,957

売上原価   

 商品売上原価   

  商品期首たな卸高 242,123 278,849

  当期商品仕入高 5,105,902 4,408,086

  合計 5,348,026 4,686,935

  軽油引取税 168,762 115,927

  その他営業収入原価 51,237 46,015

  他勘定振替高 ※１  4,552 ※１  11,847

  商品期末たな卸高 278,849 204,205

  商品売上原価 5,284,623 4,632,826

 売上原価合計 5,284,623 4,632,826

売上総利益 1,090,415 903,131

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 21,399 18,713

 消耗品費 41,220 43,939

 配送費 23,900 12,583

 販売手数料 36,407 40,023

 貸倒引当金繰入額 366 22,528

 役員報酬 51,100 41,700

 給料及び手当 476,108 449,717

 退職給付費用 30,651 33,130

 法定福利費 52,360 57,470

 福利厚生費 4,746 6,740

 教育研修費 1,815 2,492

 支払手数料 58,189 57,438

 不動産賃借料 123,025 133,059

 賃借料 7,669 7,510

 保守費 2,737 6,139

 水道光熱費 34,253 35,646

 旅費及び交通費 9,222 7,416

 通信費 8,087 8,179

 交際費 3,549 1,395

 租税公課 12,851 13,775

 修繕費 1,523 13,885

 修繕引当金繰入額 － 28,192

 減価償却費 34,463 30,367

 雑費 42,605 40,918

 販売費及び一般管理費合計 1,078,256 1,112,966

営業利益又は営業損失（△） 12,159 △209,835

営業外収益   

 受取利息 2,049 1,655

 受取配当金 644 633

 仕入割引 1,538 847

 神奈川県臨時特例企業税還付金 － 7,223

 助成金収入 － 2,065

 その他 776 3,615

 営業外収益合計 5,008 16,041

営業外費用   

 支払利息 21,862 17,616

 減価償却費 2,224 3,777

 保証債務費用 311 3,573
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 金利スワップ解約損 － 4,444

 その他 7,485 5,215

 営業外費用合計 31,884 34,627

経常損失（△） △14,716 △228,422

特別利益   

 固定資産売却益 － ※２  180,618

 店舗閉鎖損失引当金戻入額 3,083 －

 災害損失引当金戻入額 10,400 －

 資産除去債務戻入益 11,398 －

 特別利益合計 24,881 180,618

特別損失   

 減損損失 ※３  17,302 ※３  116,447

 訴訟関連費用 15,967 365

 厚生年金基金解散損失引当金繰入額 - 87,010

 店舗閉鎖損失 5,262 12,580

 商品廃棄損 4,552 11,847

 貸倒引当金繰入額 - 113,084

 特別修繕引当金繰入額 - 72,854

 その他 54 8,231

 特別損失合計 43,139 422,421

税引前当期純損失（△） △32,973 △470,226

法人税、住民税及び事業税 9,052 8,415

法人税等調整額 - △90,141

法人税等合計 9,052 △81,726

当期純損失（△） △42,026 △388,500
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年４月１日　至 平成25年３月31日)

（単位：千円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 90,000 ― 1,003,448 1,003,448 △484,707 △484,707

当期変動額 　 　 　 　 　 　

新株の発行 24,790 24,790 　 24,790 　 　

減資 △24,790 　 24,790 24,790 　 　

欠損填補 　 　 △484,707 △484,707 484,707 484,707

当期純損失（△） 　 　 　 　 △42,026 △42,026

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― 24,790 △459,917 △435,127 442,681 442,681

当期末残高 90,000 24,790 543,531 568,321 △42,026 △42,026
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 土地再評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2,911 605,830 446,438 446,438 1,052,268

当期変動額 　 　 　 　 　

新株の発行 　 49,580 　 　 49,580

減資 　 　 　 　 　

欠損填補 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 △42,026 　 　 △42,026

自己株式の取得 △49,630 △49,630 　 　 △49,630

自己株式の処分 3,552 3,552 　 　 3,552

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 ― ― ―

当期変動額合計 △46,078 △38,524 ― ― △38,524

当期末残高 △48,989 567,305 446,438 446,438 1,013,743
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 当事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

（単位：千円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 90,000 24,790 543,531 568,321 △42,026 △42,026

当期変動額 　 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 　 　 　 △388,500 △388,500

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 　 　 　 　

土地再評価差額金の

取崩
    138,644 138,644

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― △249,855 △249,855

当期末残高 90,000 24,790 543,531 568,321 △291,881 △291,881
 

 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 土地再評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △48,989 567,305 446,438 446,438 1,013,743

当期変動額 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 △388,500 　 　 △388,500

自己株式の取得 △15 △15 　 　 △15

自己株式の処分 4,588 4,588 　 　 4,588

土地再評価差額金の

取崩
 138,644   138,644

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 △143,906 △143,906 △143,906

当期変動額合計 4,572 △245,282 △143,906 △143,906 △389,189

当期末残高 △44,416 322,022 302,531 302,531 624,554
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
  至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
  至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純損失（△） △32,973 △470,226

 減価償却費 45,911 43,668

 減損損失 17,302 116,447

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △80 135,612

 
厚生年金基金解散損失引当金の増減額（△は減
少）

- 87,010

 災害損失引当金の増減額（△は減少） △10,400 -

 店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △7,144 7,300

 資産除去債務の増減額(△は減少) △11,398 -

 修繕引当金の増減額（△は減少） - 28,192

 特別修繕引当金の増減額（△は減少） - 72,854

 受取利息及び受取配当金 △2,693 △2,288

 支払利息 21,862 17,616

 有形固定資産売却損益（△は益） - △180,618

 有形固定資産除却損 54 2,840

 未払消費税等の増減額（△は減少） 18,467 △12,766

 売上債権の増減額（△は増加） 43,563 104,793

 たな卸資産の増減額（△は増加） △36,725 74,644

 仕入債務の増減額（△は減少） 72,508 △54,761

 差入保証金の増減額（△は増加） △51,141 56,799

 未払金の増減額（△は減少） △17,170 △14,438

 預り保証金の増減額（△は減少） △101,506 27,870

 その他 6,083 △28,070

 小計 △45,481 12,480

 利息及び配当金の受取額 2,693 2,288

 利息の支払額 △21,485 △17,118

 法人税等の支払額 △9,363 △9,446

 営業活動によるキャッシュ・フロー △73,636 △11,795

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △100,000 △45,000

 定期預金の払戻による収入 50,000 50,000

 有形固定資産の取得による支出 △24,224 △63,782

 有形固定資産の売却による収入 - 415,413

 差入保証金の差入による支出 △19,694 △5,948

 差入保証金の回収による収入 19,558 -

 資産除去債務の履行による支出 △17,601 -

 その他 △50 △278

 投資活動によるキャッシュ・フロー △92,012 350,404

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 9,616 △153,818

 長期借入れによる収入 200,000 -

 長期借入金の返済による支出 △36,414 △221,998

 株式の発行による収入 49,580 -

 自己株式の取得による支出 △49,630 △15

 自己株式の売却による収入 3,811 4,965

 その他 △7,177 △8,415

 財務活動によるキャッシュ・フロー 169,784 △379,282

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,136 △40,672

現金及び現金同等物の期首残高 204,807 208,944

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  208,944 ※１  168,271
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

(1) 石油事業

総平均法。但し、油外商品については、最終仕入原価法

(2) 専門店事業

サイクルショップ……移動平均法による原価法

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

但し、建物(建物附属設備を除く)については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物及び構築物　　　　　 　　５～50年

機械及び装置並びに車輌運搬具 ２～15年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年度から５年間

で均等償却する方法によっております。

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な償却年数は次のとおりであります。

　ソフトウェア（自社利用分）　５年（社内における利用期間）

 
(3) リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。　

 

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖等に伴い、発生が見込まれる損失額を計上しております。

 
(3) 修繕引当金

事業用施設の修繕に備えて、当事業年度末における修繕見積額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の計算については、簡便法

（期末自己都合要支給額）によっております。

　

(5) 特別修繕引当金

賃貸用建物等の大規模修繕に備えるため、当事業年度末における修繕見積額を計上しております。

　

(6) 厚生年金基金解散損失引当金

厚生年金基金解散に伴い発生が見込まれる損失に備えるため、解散時の損失等の当事業年度における合理的な見

積額を計上しております。

　

５　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段として金利スワップ取引を行っており、借入金をヘッジ対象としております。

　

(3) ヘッジ方針

社内規程に基づき借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たすため、有効性評価を省略しております。

　

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を計上しております。

　

７　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(表示方法の変更)

（貸借対照表関係）

前事業年度において「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「前払年金費用」は、より明瞭な表示と

するため、当事業年度より区分掲記することとしております。なお、前事業年度の「投資その他の資産」の「そ

の他」に含めていた「前払年金費用」は、14,759千円であります。

　

（損益計算書関係）

＜減価償却費＞

前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めていた「減価償却費」は重要性が増したため、当事業年度

より区分掲記することとしております。なお、前事業年度の「営業外費用」の「その他」に含めていた「減価償却

費」は2,224千円であります。

　

＜保証債務費用＞

前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めていた「保証債務費用」は重要性が増したため、当事業

年度より区分掲記することとしております。なお、前事業年度の「営業外費用」の「その他」に含めていた「保証

債務費用」は311千円であります。
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（追加情報）

（東京都石油事業厚生年金基金）

当社が加入する複数事業主制度の「東京都石油事業厚生年金基金」は、平成25年９月20日開催の代議員会で解散

を決議いたしました。その後、平成26年３月19日の代議員会で負担方法が決定したため、この解散に伴う損失見込

額107,245千円を厚生年金基金解散損失引当金として計上しております。

なお、当該解散に伴う損失見込額と年金資産の消失が見込まれる額を見積り計上していた退職給付引当金との差

額87,010千円を厚生年金基金解散損失引当金繰入額として、特別損失に計上しております。

これに伴い、特定の投資顧問株式会社に関連する年金資産の大半が消失しているものと判断し消失が見込まれる

年金資産の額を見積り計上していた退職給付引当金を厚生年金基金解散損失引当金に振り替えております。

 
（従業員持株会連動型ＥＳＯＰ）

当社株式の取得および処分については、ＳＰＶである一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会の債務を保証

しており、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会が当社と一体であるとする会計処理をしております。従っ

て、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会が所有する当社株式を含む資産および負債並びに損益について

は、貸借対照表および損益計算書に含めて計上しております。

なお、前事業年度および当事業年度の末日現在の自己株式は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日)
当事業年度

（平成26年３月31日)

当期自己株式 641,390  579,584

うち当社所有自己株式数 19,390 19,584

うち一般社団法人ダイヤ通商従業員
持株会支援会所有自己株式数

622,000 560,000
 

 
(未適用の会計基準等)

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25

年12月25日）

(1) 概要

従業員または従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引について、実務上の取扱いが明確化

されました。

(2) 適用予定日

平成27年３月期の期首より適用予定です。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中です。
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(貸借対照表関係)

※１　土地再評価

   (前事業年度)

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)および「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産税評価

額により算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
 

再評価を行った土地の事業年度末における時価が再評価後の帳簿価額より上回っている為、事業年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額の記載を行っておりません。

 

   (当事業年度)

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)および「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固定資産税評価

額により算出しております。

再評価を行った年月日　　　　平成14年３月31日

再評価を行った土地の事業年度末における時価が再評価後の帳簿価額より上回っている為、事業年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額の記載を行っておりません。

 

※２　担保資産

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

定期預金 50,000千円  45,000千円

売掛金 96,150千円  74,769千円

建物 258,724千円  191,223千円

土地 1,263,080千円  1,030,523千円

差入保証金 118,032千円  118,893千円

計 1,785,987千円  1,460,409千円
 

上記資産により担保されている債務は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

買掛金 229,059千円  240,227千円

短期借入金 433,818千円  250,000千円

１年内返済予定の長期借入金 80,491千円  17,812千円

未払金 4,426千円 4,363千円

長期借入金 450,774千円 112,449千円

計 1,198,569千円  624,852千円
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 ３　受取手形割引高

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

 45,296千円 54,435千円
 

(損益計算書関係)

※１　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

商品廃棄損  4,552千円  11,847千円
 

 

※２　固定資産売却益

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

車両運搬具  ―――――――― 1,107千円

土地 ―――――――― 179,510千円

計 ―――――――― 180,618千円
 

 

※３　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　　前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

場所 用途 種類

（石油事業）

佃大橋ＳＳ他４件

（東京都中央区）

ガソリンスタンド等 リース資産・土地・その他

（専門店事業）

コギー辻堂駅前他２件

（神奈川県藤沢市）

店舗設備等 建　物・その他

 

　当社は、店舗別にグルーピングしております。また、遊休資産等については個々の物件毎にグルーピングして

おります。

予想しえない市況の変化に伴う石油販売業などの競争激化により商品販売などを行う店舗に係る資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(17,302千円)として特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、リース資産8,456千円、建物3,825千円、土地1,996千円、その他3,024千円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産については見積売却可能価額

により評価し、その他の資産については全て零として評価しております。

 

　　当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

場所 用途 種類

（石油事業）

　セルフ岩切

（宮城県仙台市）

ガソリンスタンド等 建物・構築物・その他

 

当社は、店舗別にグルーピングしております。また、遊休資産等については個々の物件毎にグルーピングしてお

ります。

予想しえない市況の変化に伴う石油販売業などの競争激化により商品販売などを行う店舗に係る資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(116,447千円)として特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物92,614千円、構築物13,962千円、その他9,869千円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産については見積売却可能価額

により評価し、その他の資産については全て零として評価しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式     

普通株式（株） 7,552,000 670,000 ― 8,222,000

合計（株） 7,552,000 670,000 ― 8,222,000

自己株式     

普通株式（株） 18,694 670,696 48,000 641,390

合計（株） 18,694 670,696 48,000 641,390
 

　（変動事由の概要）

　発行済株式の増加数の主な内訳は、第三者割当増資による増加 670,000株であります。

　

　自己株式の増減数の主な内訳は、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会による増資引受による増加670,000株、

単元未満株式の買取りによる増加696株、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会から従業員持株会への譲渡による

減少48,000株であります。

 

　一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会が所有する当社株式については、貸借対照表上自己株式として表示して

いるため、当事業年度末株式数には当該株式622,000株を含めております。

 

当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式     

普通株式（株） 8,222,000 - - 8,222,000

合計（株） 8,222,000 - - 8,222,000

自己株式     

普通株式（株） 641,390 194 62,000 579,584

合計（株） 641,390 194 62,000 579,584
 

　（変動事由の概要）

　自己株式の増減数の主な内訳は、単元未満株式の買取りによる増加194株、一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援

会から従業員持株会への譲渡による減少62,000株であります。

 

　一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会が所有する当社株式については、貸借対照表上自己株式として表示して

いるため、当事業年度末株式数には当該株式560,000株を含めております。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金勘定 258,944千円  213,271千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金等 △50,000千円  △45,000千円

現金及び現金同等物 208,944千円  168,271千円
 

 

　２　重要な非資金取引の内容

　　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、以下のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

9,060千円 ――――――――
 

 

ＥＳＯＰ（従業員持株会連動型）の導入に伴い、キャッシュ・フロー計算書の各項目には一般社団法人ダイヤ通商

従業員持株会支援会に係るキャッシュ・フローが含まれております。その主な内容は次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成24年４月１日
 至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
 至　平成26年３月31日)

長期借入れによる収入 50,000千円 ―

長期借入金の返済による支出 △1,992千円 △3,466千円

自己株式の取得による支出 △49,580千円 ―

自己株式の売却による収入 3,811千円 4,965千円
 

 

(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引

（借主側）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

有価証券報告書

39/69



 

(金融商品関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

 

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については一時的な余資を短期的な預金等の安全性の高い金融資産で運用し、運転資金及び

設備投資資金については銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。デリバティブ取引は、内部

管理規程に従い、後述するリスクを回避する目的で、実需の範囲で行っております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金、未収入金及び破産更生債権等は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒

されております。また、投資有価証券は非上場株式のみであります。

差入保証金は営業取引及び不動産賃貸借取引に伴い発生しているものであり、取引先の信用リスクに晒されて

おります。

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、長期借入金は金利変動リスクに

晒されておりますが、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息を固定

化しております。

長期預り保証金は、主に賃貸契約の保証金として預っており、契約満了時に返済するものであります。

デリバティブ取引は、金利スワップ取引と商品先物取引であります。金利スワップ取引は借入金に係る支払金

利の変動リスクに対するヘッジを目的とするものであります。商品先物取引は仕入価格の変動によるリスクを回

避する目的で行いますが、市場価格の変動リスクに晒されております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価方法等について

は、「＜重要な会計方針＞５　ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信限度管理規程に従い、営業債権について、各部門において主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況を把握しております。また、取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。借入金については支払金利の変動リスクを

抑制するために、一部の長期借入金についてデリバティブ取引（金利スワップ取引）によりヘッジしておりま

す。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、担当部署が

決裁担当者の承認を得て行っております。また、取引実績並びに契約残高及びその時価については定期的に把握

しております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新し、手許流動性を維持すること

により流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注

２)参照)。

　（単位：千円）

 
貸借対照表
計　上　額

時価 差額

 (1) 現金及び預金 258,944 258,944 ─

 (2) 受取手形 47,012 47,012 ―

 (3) 売掛金 501,301   

　　 貸倒引当金（※）１ △4,850   

 496,450 496,450 ―

 (4) 未収入金 15,762 15,762
─
 

 (5) 破産更生債権等 48,407   

　　 貸倒引当金（※）１ △48,407   

 ― ― ―

　　資産計 818,170 818,170 ─

 (6) 買掛金 393,498 393,498 ─

 (7) 短期借入金 533,818 533,818 ─

 (8) 未払金 81,648 81,648 ─

 (9) 長期借入金（※）２ 625,085 636,905 11,819

 (10)デリバティブ取引 ― ― ―

　　負債計 1,634,050 1,645,870 11,819
 

（※） １　売掛金及び破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　２　長期借入金の中には、一年以内返済予定長期借入金も含まれております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法

 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3)売掛金、並びに(4) 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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(5) 破産更生債権等

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時

価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額にほぼ等しいことから、当額価額を

もって時価としております。

 

(6) 買掛金、(7) 短期借入金、並びに(8) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(9) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており

（下記(10)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

 

(10) デリバティブ取引

注記事項（デリバティブ取引関係）をご参照下さい。

 

(注２)投資有価証券（貸借対照表計上額3,545千円）、出資金（貸借対照表計上額2,548千円）、差入保証金（貸借対照

表計上額280,513千円）及び長期預り保証金（貸借対照表計上額76,644千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上記の表

への記載を省略しております。

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　(単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

(1) 現金及び預金 258,944 ― ― ―

(2) 受取手形 47,012 ― ― ―

(3) 売掛金 501,301 ― ― ―

(4) 未収入金 15,762 ― ― ―

(5) 破産更生債権等(※) ― ― ― ―

　　資産計 823,021 ― ― ―
 

(※)破産更生債権等については、回収予定額が見込めない為、含めておりません。
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(注４) 長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

　(単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 433,818 ― ― ― ― ―

長期借入金（※） 100,913 101,364 101,364 83,364 74,744 163,336

リース債務 8,415 8,415 7,820 7,218 1,268 ―

　　負債計 543,146 109,779 109,184 90,582 76,012 163,336　
 

（※）長期借入金の中には、一年以内返済予定長期借入金も含まれております。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については一時的な余資を短期的な預金等の安全性の高い金融資産で運用し、運転資金及び

設備投資資金については銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。デリバティブ取引は、内部

管理規程に従い、後述するリスクを回避する目的で、実需の範囲で行っております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金、未収入金及び破産更生債権等は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒

されております。また、投資有価証券は非上場株式のみであります。

差入保証金は営業取引及び不動産賃貸借取引に伴い発生しているものであり、取引先の信用リスクに晒されて

おります。

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、長期借入金は金利変動リスクに

晒されておりますが、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息を固定

化しております。

長期預り保証金は、主に賃貸契約の保証金として預っており、契約満了時に返済するものであります。

デリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。金利スワップ取引は借入金に係る支払金利の変動リスク

に対するヘッジを目的とするものであります。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価方法等について

は、「＜重要な会計方針＞５　ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信限度管理規程に従い、営業債権について、各部門において主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況を把握しております。また、取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。借入金については支払金利の変動リスクを

抑制するために、一部の長期借入金についてデリバティブ取引（金利スワップ取引）によりヘッジしておりま

す。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、担当部署が

決裁担当者の承認を得て行っております。また、取引実績並びに契約残高及びその時価については定期的に把握

しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新し、手許流動性を維持すること

により流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注

２)参照)。

　（単位：千円）

 
貸借対照表
計　上　額

時価 差額

 (1) 現金及び預金 213,271 213,271 ―

 (2) 受取手形 1,698 1,698 ―

 (3) 売掛金 346,801   

　　 貸倒引当金（※）２ △62   

 346,739 346,739 ―

 (4) 未収入金 12,825 12,825 ―

 (5) 破産更生債権等 166,008   

　　 貸倒引当金（※）２ △166,008   

 ― ― ―

　　資産計 574,535 574,535 ―

 (6) 買掛金 334,092 334,092 ―

 (7) 短期借入金 280,000 280,000 ―

 (8) 未払金 74,847 74,847 ―

 (9) 長期借入金（※）１ 403,087 406,790 3,703

 (10)デリバティブ取引 ― ― ―

　　負債計 1,092,026 1,095,729 3,703
 

（※） １　長期借入金の中には、一年以内返済予定長期借入金も含まれております。

　２　売掛金及び破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法

 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3)売掛金、並びに(4) 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(5) 破産更生債権等

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時

価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額にほぼ等しいことから、当額価額を

もって時価としております。
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(6) 買掛金、(7) 短期借入金、並びに(8) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(9) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており

（下記(10)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

 

(10) デリバティブ取引

注記事項（デリバティブ取引関係）をご参照下さい。

 

(注２)投資有価証券（貸借対照表計上額3,545千円）、出資金（貸借対照表計上額2,548千円）、差入保証金（貸借対照

表計上額229,661千円）及び長期預り保証金（貸借対照表計上額104,515千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上記の表

への記載を省略しております。

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　(単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

(1) 現金及び預金 213,271 ― ― ―

(2) 受取手形 1,698 ― ― ―

(3) 売掛金 346,801 ― ― ―

(4) 未収入金 12,825 ― ― ―

(5) 破産更生債権等(※) ― ― ― ―

　　資産計 574,597 ― ― ―
 

(※)破産更生債権等については、回収予定額が見込めない為、含めておりません。

 

(注４) 長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

　(単位：千円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 280,000 ― ― ― ― ―

長期借入金（※） 89,764 89,830 71,898 62,948 41,909 46,735

リース債務 8,415 7,879 6,734 1,692 ― ―

　　負債計 378,179 97,710 78,633 63,998 41,909 46,735
 

（※）長期借入金の中には、一年以内返済予定長期借入金も含まれております。
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１　その他有価証券

　その他有価証券の貸借対照表計上額3,545千円は、非上場株式であります。

　これらは市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められます。

 

　２　事業年度中に売却したその他有価証券(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　その他有価証券

　その他有価証券の貸借対照表計上額3,545千円は、非上場株式であります。

　これらは市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められます。

 

　２　事業年度中に売却したその他有価証券(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 うち１年超 時　価

金利スワップの
特例処理

金利スワップの取引
　 支払固定・受取変動

長期借入金 236,217千円 206,805千円 （注）
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 うち１年超 時　価

金利スワップの
特例処理

金利スワップの取引
　 支払固定・受取変動

長期借入金 85,720千円 71,440千円 （注）
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

   前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、厚生年金制度、確定給付企業年金制度（勤続年数３年以上を対象とし、給付金は

年金または一時金で受給）を採用しております。当社の加入する厚生年金基金は総合設立方式であり、自社の拠出

に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、退職給付に係る会計基準（企業会計審議会：平

成10年6月16日）注解12（複数事業主制度の企業年金について）により年金基金への要拠出額を退職給付費用として

処理しております。なお、要拠出金を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りで

あります。

 

(1) 制度全体の積立状況（平成24年3月31日）

年金資産の額　　　　 　　　　 49,448,895千円

年金財政計算上の給付債務の額 87,174,666千円

差引額　　　　　　　　　　　△37,725,770千円

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合　　0.84％

 

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務                     75,446千円

②年金資産                         90,206千円

③前払年金費用                   　14,759千円

　　上記のほか、当社の加入する厚生年金基金における年金資産の一部消失に伴う損失見込額20,235千円を退職給付債

務として認識し、同額を退職給付引当金として計上しております。

 

なお、「重要な会計方針」４引当金の計上基準(2)退職給付引当金に記載のとおり、簡便法（期末自己都合要支給額）に

より計算しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

　　①勤務費用　　　　　　　　　　 　　 　　7,293千円

 　②厚生年金基金掛金             　 　　23,358千円

　　③退職給付費用        　　           30,651千円

 

   当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度（勤続年数３年以上を対象とし、給

付金または一時金で支給）を採用しております。なお、当社が有する確定給付企業年金制度は、簡便法により退職

給付引当金および退職給付費用を計算しております。

　また、当社は複数事業主制度の厚生年金基金制度として東京都石油業厚生年金基金に加入しておりますが、自社

の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、確定拠出制度と同様に会計処理しており

ます。
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２　簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　退職給付引当金または前払年金費用(△)の期首残高 △14,759千円

　　退職給付費用 　10,920千円

　　制度への拠出額  △4,740千円

　　退職給付の支払額  △9,181千円

　　退職給付引当金または前払年金費用(△)の期末残高 △17,760千円
 

 

(2) 退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金および前払年金費用の調整表

　　積立型制度の退職給付債務 　72,285千円

　　年金資産 △90,616千円

 △17,760千円

　　非積立型制度の退職給付債務 　　　－千円

　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △17,760千円

  

　　前払年金費用 △17,760千円

　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △17,760千円
 

 

(3) 簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　10,920千円

 

３　複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の厚生年金基金制度への拠出額は、22,209千円であります。

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況（平成25年3月31日現在）

　　年金資産の額 　54,215,122千円

　　年金財政計算上の給付債務の額 　77,657,728千円

　　差引額 △23,442,605千円
 

 

 (2) 複数事業主制度の掛金に占める当社の割合（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　　0.87％

 
(3) 補足説明

　上記(1)の差引額の主な原因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高11,609,263千円、繰越不足金11,833,342千円

であります。未償却過去勤務債務の償却残期間は１８年であります。当社は、当期の財務諸表上、当該償却に充て

られる特別掛金7,371千円を費用処理しております。

　なお、上記(2)の割合は、当社の実際の負担割合とは一致しません。

 
(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

繰延税金資産   

　税務上の繰越欠損金 2,083,023千円 866,854千円

　貸倒引当金 18,545千円 70,384千円

　減損損失 58,677千円 73,663千円

　厚生年金基金解散損失引当金 ― 39,788千円

　特別修繕引当金 ― 27,029千円

　修繕引当金 ―  10,459千円

　退職給付引当金 7,507千円 ―

　その他 586千円  3,260千円

小計 2,168,341千円  1,091,439千円

評価性引当額 △2,162,865千円  △1,084,850千円

繰延税金資産合計 5,475千円  6,589千円

繰延税金負債   

　前払年金費用 △5,475千円  △6,589千円

繰延税金負債合計 △5,475千円 △6,589千円

繰延税金資産（△負債）の純額 ― ―
 

 

　２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

法定実効税率 39.4％  37.1％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 △4.2％ △0.1％

住民税均等割 △27.5％ △1.8％

評価性引当額増減額 △792.5％ △261.7％

税務上の繰越欠損金の課税所得への充当 ― △10.4％

税務上の繰越欠損金の期限切れ 757.0％ 249.3％

土地再評価差額金の取崩に伴う
繰延税金負債取崩額

― △19.4％

土地再評価後売却による認容額 ― 25.4％

その他 0.3％  △0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △27.5％  17.5％
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(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用のオフィスビル等（土地を含

む。）を所有しております。なお、賃貸用のオフィスビルの一部については、当社が使用しているため、賃貸等不

動産として使用される部分を含む不動産としております。

また、当該賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額、期中

増減額及び当該時価は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
   至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
   至　平成26年３月31日）

賃貸等不動産

貸借対照表計上額

期首残高 101,730 114,298

期中増減額 12,567 △547

期末残高 114,298 113,751

期末時価 141,286 138,236

賃貸等不動産として
使用される部分を含
む不動産

貸借対照表計上額

期首残高 705,070 693,346

期中増減額 △11,723 27,848

期末残高 693,346 721,194

期末時価 551,623 581,062
 

(注)　１ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

 ２ 期中増減額のうち、前事業年度の主な増加は、事業用不動産の遊休化（12,038千円）であり、主な減少は減

価償却（11,286千円）であります。当事業年度の主な増加は、内装工事による建物の取得（41,237千円）で

あり、主な減少は減価償却（13,936千円）であります。

 ３ 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。
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また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）

  
前事業年度

（自　平成24年４月１日
   至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
   至　平成26年３月31日）

賃貸等不動産

賃貸収益 28,248 20,554

賃貸費用 12,271 8,296

差　額 15,976 12,257

その他（売却損益等） ― ―

減損損失 ― ―

賃貸等不動産として
使用される
部分を含む不動産

賃貸収益 111,216 37,887

賃貸費用 51,507 87,468

差　額 59,709 △49,581

その他（売却損益等） ― ―

減損損失 ― ―
 

(注)　賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、当社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸

収益は計上されておりません。なお当該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）につ

いては、賃貸費用に含まれております。

 

(持分法損益等)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

有価証券報告書

52/69



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１.　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、サービスステーション、サイクルショップ、不動産賃貸等の複数の業種にわたる事業を営んでおり、業

種別に区分された事業ごとに取り扱う製品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。

したがって、当社は業種別のセグメントから構成されており、「石油事業」・「専門店事業」及び「不動産事

業」の３つを報告セグメントとしております。

「石油事業」は、サービスステーション等の経営及び石油製品の卸・直販を行っております。

「専門店事業」は、自転車の販売を主な業務とし、一部自社ブランド（ブランド名〔コギー〕）の組み立て販売

を行っております。

「不動産事業」は、不動産賃貸と損害保険の代理店業務及び生命保険募集業務等を行っております。

 

２.　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

     （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１、２

財務諸表
計 上 額

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 5,705,176 528,600 141,262 6,375,039 ― 6,375,039

　セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 5,705,176 528,600 141,262 6,375,039 ― 6,375,039

セグメント利益 111,585 857 79,979 192,422 △180,263 12,159

セグメント資産 1,633,182 357,410 792,018 2,782,611 250,651 3,033,263

その他の項目       

　減価償却費 28,213 5,260 9,242 42,716 969 43,686

　有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

18,043 13,872 1,069 32,984 300 33,284
 

(注) １　セグメント利益の調整額△180,263千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△180,263千円であ

り、セグメント資産の調整額250,651千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産250,651千円であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、全社資産は、主に報告セグメン

トに帰属しない現金及び預金等であります。

２　減価償却費の調整額969千円は、全社資産に係るものであり、有形固定資産及び無形固定資産の増加額300千

円は、本社の工具器具備品であります。

３　セグメント負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め記載しておりません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

     （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１、２

財務諸表
計 上 額

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 4,897,252 578,245 60,459 5,535,957 ― 5,535,957

　セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,897,252 578,245 60,459 5,535,957 ― 5,535,957

セグメント利益 27,053 △19,540 △32,361 △24,848 △184,987 △209,835

セグメント資産 986,050 292,953 826,689 2,105,693 211,520 2,317,213

その他の項目       

　減価償却費 24,324 5,243 9,526 39,093 797 39,890

　有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

8,429 11,843 42,093 62,366 3,484 65,850
 

(注) １　セグメント利益の調整額△184,987千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△184,987千円であ

り、セグメント資産の調整額211,520千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産211,520千円であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、全社資産は、主に報告セグメン

トに帰属しない現金及び預金等であります。
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２　減価償却費の調整額797千円は、全社資産に係るものであり、有形固定資産及び無形固定資産の増加額3,484

千円は、本社の建物附属設備であります。

３　セグメント負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め記載しておりません。

 

【関連情報】

 

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
財務諸表
計 上 額

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

減損損失 12,119 5,182 ― 17,302 ― 17,302
 

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
財務諸表
計 上 額

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

減損損失 116,447 ― ― 116,447 ― 116,447
 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１　関連当事者との取引

　財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類

会社等

の名称

または

氏　名

所在地

資本金

又　は

出資金

事業の内容

又 は 職 業

議決権等

の 所 有

（被所有）

割　　合

関連当

事者と

の関係

取引の内容 取引金額 科目
期末

残高

役員およ

び そ の

近 親 者

大矢晃久 ─ ─
当社代表

取締役社長

（被所有）

直接0.1％

当社代表

取締役社長

債務被保証

当社銀行借入

に対する

債務の被保証

(注)１

 千円

45,500
─ ─

当社仕入債務に

対する被保証

(注)２

 　千円

233,485
─ ─

 

（注）１．当社は銀行借入に対して、代表取締役社長である大矢晃久より債務保証を受けております。なお、保証料

の支払は行っておりません。

 ２．当社は仕入債務に対して、代表取締役社長である大矢晃久より債務保証を受けております。なお、保証料

の支払は行っておりません。

 ３．大矢晃久は、平成25年５月14日付で当社代表取締役社長を退任しております。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

親会社がないため、該当事項はありません。

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

重要な関連会社がないため、該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　関連当事者との取引

　財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類

会社等

の名称

または

氏　名

所在地

資本金

又　は

出資金

事業の内容

又 は 職 業

議決権等

の 所 有

（被所有）

割　　合

関連当

事者と

の関係

取引の内容 取引金額 科目
期末

残高

役員およ

び そ の

近 親 者

北野　稔 ─ ─
当社代表

取締役社長

（被所有）

直接0.01％

当社代表

取締役社長

債務被保証

当社銀行借入

に対する

債務の被保証

(注)１

 千円

35,998
─ ─

当社仕入債務に

対する被保証

(注)２

 　千円

240,227
─ ─

 

（注）１．当社は銀行借入に対して、代表取締役社長である北野稔より債務保証を受けております。なお、保証料の

支払は行っておりません。

 ２．当社は仕入債務に対して、代表取締役社長である北野稔より債務保証を受けております。なお、保証料の

支払は行っておりません。

 ３．北野稔は平成26年４月１日付けで当社代表取締役社長を退任しております。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

親会社がないため、該当事項はありません。

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

重要な関連会社がないため、該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎、１株当たり当期純利益又は当期純損失及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 

項目
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 133円　73銭  81円　72銭

 (算定上の基礎)   

純資産の部の合計額(千円) 1,013,743 624,554

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)

― ―

普通株式に係る純資産額(千円) 1,013,743 624,554

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式数(株)

7,580,610 7,642,416
 

　

項目
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益又は当期純損失(△) △5円　57銭  △51円　04銭

 (算定上の基礎)   

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △42,026 △388,500

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失(△)(千円)

△42,026 △388,500

普通株式の期中平均株式数(株) 7,547,838 7,611,648
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

当社は、平成26年5月16日開催の取締役会において、従業員持株会連動型ESOPの廃止及び会社法第156条第1項及び

第161条の規定に基づき、下記のとおり平成26年6月27日開催の定時株主総会において、以下に記載する内容につい

て承認されました。

１．従業員持株会連動型ＥＳＯＰ（以下、「ＥＳＯＰ」という。）の廃止について

(1) ＥＳＯＰ廃止の理由

一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会（以下、「一般社団法人」という。）が引き受けた第三者割

当増資の借入れ資金の金利や諸経費は想定した以上の負担となっており、これは最終的に当社の負担につな

がることから、当社従業員持株会は一般社団法人からの買付をやめて、マーケットから直接買い付けること

で負担解消を図るものです。

 

２．特定の株主からの自己株式取得について

(1) 自己株式の取得に関する理由

当社は、平成24年7月に第三者割当増資を実施し、その引受先である一般社団法人より毎月定期的に時価で

従業員持株会が譲渡を受けております。今般、ＥＳＯＰ廃止にともない、一般社団法人が保有する当社株式

が市場に放出されることの影響や、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行などを総合

的に検討した結果、一般社団法人から相対取引により以下の条件で自己株式を取得することを決定したもの

です。

(2) 自己株式の取得に関する内容

①取得対象株式の種類 　　　　当社普通株式

②取得し得る予定株式の総数 　５４５，０００株

③株式の取得価額の総額 　　　４４，３６２，５０７円を上限とする。

④株式１株を取得するのと引き換えに交付する金額の算定方法

平成26年6月27日開催予定の定時株主総会決議の日の前日における東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場にお

ける当社株式の最終の価格（当該日に売買取引がない場合又は当該日が当該市場の休業日に当たる場合に

あっては、その後最初になされた売買取引の成立価格）と、平成26年3月期末において一般社団法人が保有

する当社株式の帳簿価額に債務超過額（絶対値）を加算した金額に対して、同期の保有株数で除した額を

比較し、低い方の価格とする。

⑤取得期間 　　平成26年6月27日～平成27年6月26日

⑥取引先の概要　　名称　　　一般社団法人ダイヤ通商従業員持株会支援会

所在地　　東京都新宿区新宿1-19-4エスワン新宿ビル301

代表者　　代表理事　成澤　信彦

事業内容　対象株式の保有ならびに譲渡等
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 797,295 54,745
 

98,053
(92,614)

753,986 540,876 24,415 213,110

　構築物 106,063 ―
 

76,974
(13,962)

29,089 28,750 3,559 338

　機械及び装置 139,785 ―
 

2,612
(2,612)

137,173 135,492 1,467 1,680

　車両運搬具 12,667 4,714
 

4,907
(―)

12,473 10,861 4,437 1,612

　工具、器具及び
備品

66,417 6,391
 

4,028
(2,084)

68,779 57,686 5,297 11,093

　土地
1,278,551
[741,099]

―

 
232,557
(―)

[228,786]
 

1,045,993
[512,312]

― ―
1,045,993
[512,312]

　リース資産 23,041 ―
5,173
(5,173)

17,868 11,227 4,458 6,640

　建設仮勘定 ― 11,614
5,995
(―)

5,619 ― ― 5,619

有形固定資産計 2,423,822 77,464
 

430,303
(116,447)

2,070,983 784,894 43,635 1,286,089

無形固定資産        

　電話加入権 479 ― ― 479 ― ― 479

　ソフトウェア ― 278 ― 278 32 32 245

　 その他 525 ― ― 525 ― ― 525

無形固定資産計 1,004 278 ― 1,282 32 32 1,250

長期前払費用 2,796 ― 833 1,963 ― ― 1,963
 

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

 建物　　　　　　　　　ダイヤビル　　　　　内装工事等　　　　　 44,721千円

 建物　　　　　　　　　コギー青葉台店　　　店舗内装工事等　　　 9,547千円

２　当期減少額のうち(　)内は内書で減損損失の計上額であります。

３　減損損失を除く当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

 土地　　　　　　　　　小豆沢油槽所　　　　油槽所敷地　　　　　232,557千円

 構築物　　　　　　　　　　〃　　　　　　　油槽所設備　　　　　 62,182千円

４　当期首残高欄および当期末残高欄における[ ]内は、土地再評価差額（繰延税金負債控除前）の残高であり

ます。また、当期減少額欄における[ ]内は、土地再評価差額（繰延税金負債控除前）の減少額であり、土

地の売却によるものであります。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 433,818 280,000 0.98 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 100,913 89,764 1.45 ―

１年以内に返済予定のリース債務 8,415 8,415 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定

のものを除く。)
524,172 313,323 1.41

平成27年４月

～

平成37年８月

リース債務(１年以内に返済予定

のものを除く。)
24,721 16,306 ―

平成27年４月

～

平成29年11月

その他有利子負債

長期預り保証金
10,528 9,041 0.71 ―

合計 1,102,569 716,850 ― ―
 

(注) １　「平均利率」は、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　その他有利子負債の長期預り保証金のうち、無利息分は含めておりません。

３　リース債務については、支払利子込法により算定しているため、記載しておりません。

４　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)及びリース債務の決算日後５年内における返済予定額は以

下のとおりであります。
 

 
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 89,830 71,898 62,948 41,909

リース債務 7,879 6,734 1,692 ―
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 57,066 136,172 ― 560 192,678

店舗閉鎖損失引当金 ― 7,300 ― ― 7,300

修繕引当金 ― 28,192 ― ― 28,192

特別修繕引当金 ― 72,854 ― ― 72,854

厚生年金基金解散損失
引当金

― 107,245 ― ― 107,245
 

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

1)　資産の部

イ　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 21,201

預金の種類

当座預金 79,483

普通預金 67,586

定期預金 45,000

計 192,070

合計 213,271
 

 

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

丸幸自動車工業㈱ 1,389

桜井電機工業㈱ 309

合計 1,698
 

 

(ロ)期日別内訳

 

期　日 金額(千円)

平成26年４月 610

　　　　５月 615

　　　　６月 471

合計 1,698
 

 

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

有価証券報告書

62/69



 

ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱ＥＮＥＯＳカードセンター 56,985

㈱ビクトリー 17,900

㈱栗原石油　所沢ＳＳ 13,140

㈱トータス 10,543

㈲藤塚石油 9,801

その他(日本ビニル工業㈱他) 238,430

合計 346,801
 

 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 365  

 

501,301 4,639,185 4,793,684 346,801 93.3 33.4
 

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。

 

ニ　商品

 

区分 金額(千円)

石油事業 86,939

専門店事業 117,265

合計 204,205
 

 

ホ　破産更生債権等

 

相手先 金額（千円）

ガスイン・ＢＯ・株式会社 113,084

アクシス 40,814

㈱澤建 2,908

㈲アース引越しセンター 1,702

新生エネルギー 990

その他（㈲松尾建業他） 6,508

合計 166,008
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ヘ　差入保証金

 

相手先 金額（千円）

ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱ 118,893

㈲松涛園 31,150

三井不動産㈱ 30,991

長坂絋 20,000

㈱リバシー 6,500

その他（㈲英文堂他） 22,126

合計 229,661
 

 

2)　負債の部

イ　買掛金

 

相手先 金額(千円)

ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱ 240,227

多摩商事㈱ 17,721

栃木エネルギー㈱ 14,029

㈱吉田石油店 11,078

㈲アキコーポレーション 6,955

その他（サイクル・ヨーロッパ・ジャパン㈱他） 44,079

合計 334,092
 

 

 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

第１四半期
累計期間

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年６月30日)

第２四半期
累計期間

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年９月30日)

第３四半期
累計期間

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年12月31日)

第65期
事業年度

(自 平成25年４月１日

 至 平成26年３月31日)

売上高 (千円) 1,482,886 2,997,106 4,302,605 5,535,957

税引前四半期（当
期 ） 純 損 失 金 額
（△）

(千円) △25,413 △133,769 △169,949 △470,226

四半期（当期）当期
純損失金額（△）

(千円) △27,413 △137,804 △175,756 △388,500

１株当たり四半期
（当期）純損失金額
（△）

(円) △3.62 △18.14 △23.11 △51.04

 

 

 

第１四半期
会計期間

(自 平成25年４月１日

 至 平成25年６月30日)

第２四半期
会計期間

(自 平成25年７月１日

 至 平成25年９月30日)

第３四半期
会計期間

(自 平成25年10月１日

 至 平成25年12月31日)

第４四半期
会計期間

(自 平成26年１月１日

 至 平成26年３月31日)

１株当たり四半期純
損失金額（△）

(円) △3.62 △14.52 △4.98 △27.87
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

 （特別口座）

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

 （特別口座）

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ─

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日
本経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次の通りであります。
http://www.daiya-tsusho.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注) 当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外を行使することができません。

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 剰余金の配当を受ける権利

 取得請求権付株式の取得を請求する権利

 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

 

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

有価証券報告書

65/69



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1)

 

 

有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

(第64期)

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日
 
平成25年６月28日

関東財務局長に提出。

(2)

 

内部統制報告書及びそ
の添付書類

事業年度

(第64期)

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日
 
平成25年６月28日

関東財務局長に提出。

(3)

 

四半期報告書及び

確認書

第65期

第１四半期

自　平成25年４月１日

至　平成25年６月30日
 
平成25年８月14日

関東財務局長に提出。

  
第65期

第２四半期

自　平成25年７月１日

至　平成25年９月30日
 
平成25年11月14日

関東財務局長に提出。

  
第65期

第３四半期

自　平成25年10月１日

至　平成25年12月31日
 
平成26年２月14日

関東財務局長に提出。
 

 

(4) 臨時報告書
 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書

平成25年６月28日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動に関する事項）の規定に基づく臨時報

告書

平成26年４月３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年６月27日

ダイヤ通商株式会社

取締役会　御中

 

監査法人薄衣佐吉事務所
 

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　田　　所　　貴　　広　　㊞
 

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　今　　田　　　　　亮　　㊞
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるダイヤ通商株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明

細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイヤ

通商株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

１．「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は、平成26年6月27日開催の株主総会において、

従業員持株会連動型ESOPの廃止を決議している。

２．「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、会社は、平成26年6月27日開催の株主総会において、

自己株式の取得を決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

＜内部統制監査＞
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ダイヤ通商株式会社の平成26

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、ダイヤ通商株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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